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研究要旨 

 厚生労働省は国民の健康づくりを推進するため、昭和 63 年に健康増進施設の大臣認定を創設した。創設か

ら 30 年が経過した現在、健康増進施設が国民の健康寿命の延伸に貢献していくために改善すべき点を明らか

にし、本制度がさらなる発展をとげることが重要であると考えられる。そこで、本制度の現状をヒアリングや

施設や施設利用者を対象にした質問紙調査で明らかにした。同時に、関連団体から本制度の現状や課題をヒ

アリングし、研究班としていくつかの提案を行った。 

 具体的には、各施設の役割の明確化、運動型健康増進施設認定要件の変更、健康増進施設大会の開催、健康

増進施設研究の実施と研究成果の積極的な発信を提案した。さらに、医療費控除制度運用の改善に向けた提

案は、指定運動療法施設における医療費控除のフロー簡略化については、かかりつけ医が日本医師会認定健

康スポーツ医である場合とそうでない場合にわけて、メディカルクリアランスの考えに則り提案した。また、

健康増進施設が医療と連携するための手段の一つとして“地域包括ケアシステムへの統合”を提案するとと

もに、運動指導専門家の国家資格化の必要性についても提案した。 

 運動型健康増進施設における有酸素運動の中心となる運動形態である自転車運動と健康に関する文献レビ

ューを実施し、自転車運動トレーニングの生理的効果や健康効果、医療費抑制効果が明らかであることを確

認した。 
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Ａ．研究目的 

 厚生労働省は国民の健康づくりを推進するため、

昭和 63 年に健康増進施設の大臣認定を創設した。

創設から 30 年が経過した現在、健康増進施設が国

民の健康寿命の延伸に貢献していくために改善す

べき点を明らかにし、本制度がさらなる発展をと

げることが重要であると考えられる。そこで、本制

度の現状をヒアリングや施設や施設利用者を対象

にした質問紙調査で明らかにした。同時に、関連団

体から本制度の現状や課題をヒアリングし、研究

班としていくつかの提案を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．現状調査 

（１）質問紙調査 

 運動型健康増進施設を対象とする健康増進施設
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実態調査（183 施設）と運動型健康増進施設利用者

を対象とする健康増進施設利用者調査（129 人）を

実施した。 

（２）視察・ヒアリング調査 

 ４つの専門機関（厚生労働省・日本医師会・公益

法人日本健康スポーツｽ連盟・公益法人健康・体力

づくり事業財団）と運動型健康増進施設 16 施設を

訪問し、健康増進施設認定制度の現状や課題をヒ

アリングした。さらに海外の優れた施設 3 施設を

訪問視察し、健康増進施設認定制度の改善に役立

つ情報を入手した。 

（３）日本臨床運動療法学会の学術総会で 2 度、研

究班によるシンポジウムを開催し総会参加者と意

見交換を行った。 

 

2．検討班の組織 

 現状調査の結果から４つの主要な課題を抽出し、

研究代表者および研究分担者がそれぞれの課題に

ついて検討班を組織して課題に関する提案や確認

を行った。 

（１）健康増進施設認定制度の見直し 

（２）医療費控除制度の改善 

（３）医療機関と健康増進施設の連携 

（４）自転車運動の健康効果の確認 

 

3．倫理的配慮 

 運動型健康増進施設に対する質問紙調査につい

ては調査開始前に、調査委託機関に対して調査内

容を外部に公表しないという秘密保持契約を締結

した。そして、調査用紙の配布・回収・データ入力

については研究代表者が所属する機関と調査内容

の秘密保持に関する契約を締結した調査委託機関

が行うことを調査依頼用紙に記載した。加えて、研

究者は調査会社からデータを受け取り、統計的に

集計した後に学術発表や厚生労働省への報告のた

めだけに使用すると記載するとともに、調査に協

力しなくても不利益が生じることはないと記載し

た。運動型健康増進施設の利用者に対する調査に

ついてはすべて匿名で調査を実施し、個人情報は

取り扱わなかった。施設に対するヒアリング調査

については口頭でヒアリングの目的や内容を伝え、

許可が得られた内容のみヒアリング調査内容とし

て公開した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

１．健康増進施設認定制度の見直し 

 本研究は運動型健康増進施設や関連団体へのヒ

アリング調査や質問紙調査、施設利用者を対象と

した質問紙調査を実施して「健康増進施設認定制

度」の現状を把握した。これらの調査の結果、本制

度が国民の健康寿命の延伸に更に貢献するために

必要と考えられるいくつかの課題が明らかになっ

た。具体的には、① 指定運動療法施設とそれ以外

の運動型健康増進施設の役割を明確にする必要が

あること、② 有酸素運動プログラムの実施に大き

く偏った認定要件を変更する必要があること、③ 

本制度や健康増進施設の認知度を高めるとともに

健康増進施設が他の施設に対してリーダーシップ

を発揮するための環境づくりを支援する必要があ

ることある。そして、これらの課題を改善するため

に、1) 各施設の役割の明確化、2) 運動型健康増進

施設認定要件の変更、3) 健康増進施設大会の開催、

4) 健康増進施設研究の実施と研究成果の積極的な

発信を提案する。 

 

２．医療費控除制度の改善 

 指定運動療法施設が十分に機能していくために、

医療費控除システム改善に向けたポイントを整理

し、改善案を提案することを目的とした。 

 医療費控除の手続き自体が簡略化されてきてい

る流れの中、指定運動療法施設における医療費控

除のフローを簡略化すること、指定運動療法施設

における医療費控除についての周知を促進するこ

と、指定運動療法施設自体を増加させることが相

互に効果を発揮し、短期的なメリットおよび、長期

的には対象者のウェルビーイングの向上・健康寿

命の延伸、医療費軽減が期待できる。指定運動療法

施設における医療費控除のフローの簡略化につい

ては、かかりつけ医が日本医師会認定健康スポー
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ツ医である場合とそうでない場合にわけて、メデ

ィカルクリアランスの考えに則って提案する。  

また、ターゲットとセッティングについて、就労世

代においては（被扶養者を含め）職域での健康診査

をきっかけとした保険者や雇用者からのアプロー

チが、リタイア後の高齢者（特に後期高齢者）では

地域において、地域包括ケアシステムを視野に入

れたかかりつけ医からのアプローチが有効と思わ

れる。上記推進するとともに、並行して、実際の効

果を経年的に検証していく必要がある。 

 

３．医療機関と健康増進施設の連携 

 医療機関との連携を希望する健康増進施設（指

定運動療法施設）は多い。ここでは、健康増進施設

が医療と連携するための手段の一つとして“地域

包括ケアシステムへの統合”を提案し、そのために

は、①生活習慣病予防に加えて、認知症、うつ、フ

レイル予防の運動プログラムを準備すること、②

システム内で既に共有されている規範を順守する

ことなどが重要である。一方で、米国やドイツ、シ

ンガポールと比較すると、我が国では医療に関す

る知識や技量を有した運動指導専門家の育成が遅

れており、運動指導専門家の国家資格化が必要で

ある。 

 

４．自転車運動の健康効果の確認 

 我が国では、平成 29 年 5 月 1 日に「自転車活用

推進法」が施行され、二酸化炭素の発生の抑制、災

害時の機動的交通機能の維持、健康増進・体力向上、

交通混雑の緩和など、自転車の活用により、環境・

健康・交通における様々な課題解決に向けた取り

組みが推進されることとなった。そこで我々は、健

康増進のための運動プログラムの中心的役割を果

たす全身持久力向上のための自転車活用推進の生

理的効果や医療費への影響に関する文献レビュー

を実施した。 

 検索データベース PubMed を利用して、実験的

環境下で実施された自転車トレーニングによる生

理的効果（血糖値・血圧への影響）に関する研究と、

通勤・通学時等の自転車利用による健康効果およ

び医療費抑制効果に関する研究をまとめた。 

 実験的環境下での自転車運動トレーニングの生

理的効果に関する研究では、血糖値や血圧への効

果は研究間で異なる結果であった。一方で、レビュ

ーした文献のほとんどの研究において、自転車運

動トレーニングや自転車活用により全身持久力に

関する指標（VO2max、VO2peak、Wmax）は向上して

いた。高い全身持久力は、非感染性疾患、がん、心

血管疾患、死亡リスクの低下と関連することが報

告されている。そのため自転車活用が促進される

ことで、将来的に非感染性疾患、がん、心血管疾患、

死亡リスク低下に繋がる可能性があると考えられ

る。 

 通勤・通学時等の自転車利用による健康効果に

関する研究では、自転車通勤や自転車を使用して

いない人と比較すると、自転車通勤あるいは自転

車利用習慣がある人では、様々な健康アウトカム

の相対危険度（RR：relative risk）が低い（RR：

0.48～0.91）ことが示されていた。 

 通勤・通学の自転車利用促進による医療費抑制

効果に関するシミュレーションモデルの研究では、

イタリアのフィレンツェにおいて、自転車通勤・通

学者の割合が 7.5％から 17％へ増えると、10 年間

で予防できる症例数は、2 型糖尿病 280 症例、急性

心筋梗塞 51 症例、脳卒中 51 症例で、地域医療保

健サービスの 10 年間での貯蓄額は 4,008,037 ユー

ロ（約 5 億円（1 ユーロ 125 円とした場合））と推

定された。 

 本文献レビューにより、自転車運動トレーニン

グの生理的効果や健康効果、医療費抑制効果が明

らかとなった。日本における自転車活用によるこ

れらの効果に関するエビデンスはほとんど報告さ

れていないため、今後は日本においても同様の効

果があるのかを検討する必要があると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

  各施設の役割の明確化、運動型健康増進施設

認定要件の変更、健康増進施設大会の開催、健康増

進施設研究の実施と研究成果の積極的な発信を提

案する。さらに、医療費控除制度運用の改善に向け
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た提案は、指定運動療法施設における医療費控除

のフロー簡略化については、かかりつけ医が日本

医師会認定健康スポーツ医である場合とそうでな

い場合にわけて、メディカルクリアランスの考え

に則り提案する。また、健康増進施設が医療と連携

するための手段の一つとして“地域包括ケアシス

テムへの統合”を提案するとともに、運動指導専門

家の国家資格化の必要性についても提案する。 

 運動型健康増進施設における有酸素運動の中心

となる運動形態である自転車運動と健康に関する

文献レビューを実施し、自転車運動トレーニング

の生理的効果や健康効果、医療費抑制効果が明ら

かであることを確認した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 
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教育、ヘルスプロモーションの評価から得られ

ること 身体活動促進のためのポピュレーショ

ンアプローチ ふじさわプラス・テンの取り組

み 日本健康教育学会第 27 回学術大会．2018.7 

6) 小熊祐子、齋藤義信. 運動療法を医療システム

に統合するにはどうすればよいか? 運動前健康

スクリーニング 誰が何をするのか 日本臨床

運動療法学会第 37 回学術集会.2018.9 

7) Shinji Sato、High Intensity Interval Training and 

Mitochondrial Function in Diabete 、 Exercise is 

medichine (EIM) Asia 招待講演、2018 年 

8) Shinji Sato, Cardiac Rehabilitation in Japan, Euro 

Prevent 2018 招待講演,2018 年 

9) Shinji Sato, Ministerial Notification of the Health 

Promotion Act in Japan and The Challenge of EIM, 

EIM Taiwan 招待講演  

10) 佐藤真治、東京 2020 大会後のレガシーについ

て誰もがスポーツを「する・観る・支える」社

会の 実現、日本心臓リハビリテーション学会

（シンポジウム）、2018 年 

11) Shinji Sato, Cardiac Rehabilitation in Japan, 日本

心臓リハビリテーション学会、中国国際長城心

臓リハビリテーション学会＋日本心臓リハビリ

テーション学会ジョイントセッション、2018 年 

12) 佐藤真治、地域における医療と運動施設の連携

をどうするか？臨床運動療法学会（シンポジウ

ム）、2018 年 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 

 

 

 


